
○越谷しらこばと基金助成金交付要綱 

平成１４年３月２８日 

告示第６２号 

（趣旨） 

第１条 市は、越谷しらこばと基金の運用から生ずる収益の一部を財源と

して、本市における快適で活力ある魅力的なふるさとづくりに資する主

体的活動を行うものに対し、助成金を交付する。 

２ 前項の助成金の交付に関しては、越谷市補助金等の交付手続き等に関

する規則（平成８年規則第３１号。以下「規則」という。）に定めるも

ののほか、この要綱の定めるところによる。 

（助成事業） 

第２条 助成の対象となる事業は、次に掲げるいずれかの要件を備えてい

るものとする。 

（１） 越谷市において快適で活力ある魅力的なふるさとづくりに資す

る主体的な市民活動事業 

（２） スポーツ活動及び文化活動等において顕著な成績を修めた者に

対し、その成績を称えるとともに、その業績により全国的に越谷市の

名を高め、越谷のふるさとづくりに展開することを期待できるもの  

（助成の対象） 

第３条 助成の対象は、次に掲げる要件を備えている団体及び個人とする。 

（１） 市内に住所又は活動の本拠を有するものであること。  

（２） 事業を完遂できる見込みがあるものであること。  

（助成対象経費） 

第３条の２ 第２条第１号に係る事業の助成対象経費は、同号に係る事業

の実施に要する経費とする。ただし、次に掲げる経費及び助成対象経費

に係る消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律

第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分



の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定に

よる地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額（以下「消費税仕入控

除税額等」という。）を除く。 

（１） 飲食物費（ただし、助成事業の活動において、市長が特に必要

と認める場合は、この限りでない。） 

（２） 事業に関連して開催するパーティー等の経費 

（３） 団体運営のための経常的経費（運営費、人件費等）  

（４） 有償頒布のプログラム等の作成費 

（５） 施設を利用する際の入場料 

（６） 入場券等販売手数料 

（７） 備品購入費（ただし、文化財等の保存、復元等のための経費と

して市長が特に必要と認める場合は、この限りでない。）  

２ 第２条第２号に係る事業の助成対象経費は、市長が別に定める。  

（助成金の額） 

第４条 助成金の額は、毎年度予算の範囲内で市長が定める額とする。  

（申請書の様式等） 

第５条 規則第５条第１項の申請書の様式は、第２条第１号に係る事業に

あっては第１号様式、同条第２号に係る事業にあっては第２号様式のと

おりとし、その提出期限は、同条第１号に係る事業にあっては毎会計年

度市長が定めるものとし、同条第２号に係る事業にあっては助成事業の

実施の前日とする。 

２ 規則第５条第２項第１号から第３号までに掲げる事項に係る書類は、

添付を要しない。 

３ 規則第５条第２項第４号の市長が必要と認める事項は、次の各号に掲

げる事業ごとに、それぞれ当該各号に定める事項とする。  

（１） 第２条第１号に係る事業 

ア 事業計画書 



イ 事業収支予算書 

ウ 団体の概要 

エ 見積書（５万円を超える場合は、２者以上） 

オ 団体会則等その他参考となる書類 

（２） 第２条第２号に係る事業 

ア 予選会の賞状又は成績表の写し 

イ 出場する大会の実施要項の写し 

ウ 団体の概要及びメンバー表（団体の場合に限る。）  

エ 連盟等の推薦書（予選会の成績証明書等がない場合に限る。） 

オ その他事業の概要が分かる資料 

４ 第２条第１号に係る事業の助成金の交付を受けようとする者は、第１

項に規定する申請書を提出するに当たっては、当該助成金に係る消費税

仕入控除税額等を減額して、申請額を記載しなければならない。ただし、

申請時において当該消費税控除税額等が明らかでないものについては、

この限りでない。 

（助成金の交付決定） 

第６条 市長は、規則第５条の規定により助成金の交付の申請があったと

きは、その内容を審査し、助成金の交付を決定したときは越谷しらこば

と基金助成金交付決定通知書（第３号様式）により、不交付を決定した

ときは越谷しらこばと基金助成金不交付決定通知書（第４号様式）によ

り申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により助成金の交付の可否を決定しようとすると

きは、あらかじめ越谷しらこばと基金条例（平成元年条例第１７号）第

９条に規定する越谷しらこばと基金運営委員会の意見を聴かなければな

らない。ただし、助成事業が緊急かつ有益であると認められるときは、

この限りでない。 

（助成事業の変更） 



第７条 助成金の交付の決定を受けたものは、助成事業に係る計画を変更

しようとするときは、あらかじめ越谷しらこばと基金助成対象事業変更

承認申請書（第５号様式）を市長に提出し、その承認を受けなければな

らない。 

（助成金の交付） 

第８条 規則第１８条第1項ただし書の規定により、第２条第１号に係る事

業にあっては、助成金の交付決定後に概算払により助成金を交付する。  

２ 第２条第２号に係る事業にあっては、完了払により助成金を交付する。

ただし、市長が必要と認める場合は、規則第１８条第１項ただし書の規

定により、助成金の交付決定後に前金払により助成金を交付することが

できる。 

３ 規則第１８条第２項の請求書の様式は、第6号様式のとおりとする。 

（状況報告） 

第９条 助成金の交付を受けたものは、市長の要求があったときは、助成

事業の遂行の状況について、当該要求に係る事項を書面で市長に報告し

なければならない。 

２ 助成金の交付を受けた者は、助成事業の成果について、発表、展示等

を行い、市民に対し公表するものとする。 

（実績報告書の様式） 

第１０条 規則第１５条第１項の報告書の様式は、第２条第１号に係る事

業にあっては第７号様式、同条第２号に係る事業にあっては第８号様式

のとおりとする。 

（実績報告書の提出時期） 

第１１条 規則第１５条第１項の報告書の提出時期は、助成事業の完了（助

成事業の廃止又は事業年度完了の場合を含む。）後３０日以内とする。

ただし、年度を越えることはできない。 

２ 第２条第１号に係る事業の助成金の交付を受けた者は、前項の報告書



を提出するに当たっては、助成金に係る消費税仕入控除税額等を減額し

て報告しなければならない。ただし、報告時において当該消費税仕入控

除税額等が明らかでないものについては、この限りでない。  

（確定通知書の様式） 

第１２条 第２条各号に係る事業(前金払により助成金の交付を受けた事

業を除く。)の規則第１６条第１項に規定する確定通知書の様式は、第９

号様式のとおりとする。 

（消費税仕入控除税額等の確定に伴う助成金の返還）  

第１３条 第２条第１号に係る事業の助成金の交付を受けた者は、助成事

業の完了後に、消費税及び地方消費税の申告により助成金に係る消費税

仕入控除税額等が確定した場合には、速やかに当該消費税仕入控除税額

等を越谷しらこばと基金助成対象事業仕入れに係る消費税等相当額報告

書（第１０号様式）により市長に報告しなければならない。  

２ 第２条第１号に係る事業の助成金の交付を受けた者は、前項の規定に

よる報告をしたときは、市長が定める期日までに、当該消費税仕入控除

税額等に相当する助成金の全部又は一部を返還しなければならない。  

（その他） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか助成金の交付に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成１４年４月１日から施行する。  

（経過措置） 

２ この告示の施行前に、この告示に相当する規程に基づき行われた助成

金の交付に関する手続きは、この告示の規定に基づき行われた助成金の

交付に関する手続きとみなす。 

附 則（平成２１年告示第７２号） 



この告示は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年告示第８４号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２７年４月１日から施行する。  

（経過措置） 

２ この告示による改正後の越谷しらこばと基金助成金交付要綱の規定は、

この告示の施行の日以後に行われる助成事業に係る助成金の交付につい

て適用し、同日前に行われた助成事業に係る助成金の交付については、

なお従前の例による。 

附 則（平成３０年告示第１２８号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成３０年４月１日から施行する。  

（経過措置） 

２ 改正後の越谷しらこばと基金助成金交付要綱の規定は、この告示の施

行の日以後に行われる助成事業に係る助成金の交付について適用し、同

日前に行われた助成事業に係る助成金の交付については、なお従前の例

による。 

附 則（令和３年告示第１４１号） 

この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年告示第１８７号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際、現に改正前のそれぞれの要綱の様式の規定によ

り作成されている用紙は、改正後のそれぞれの要綱の様式の規定にかか

わらず、当分の間、使用することができる。 

附 則（令和４年告示第１３３号） 



この告示は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年告示第１９１号） 

この告示は、令和７年４月１日から施行する。 

 


